
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 課題・問題と対応策 
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Ⅴ 課題・問題と対応策 

 

(1)問題となった事象 

・7 月 21 日午前 4 時 18 分に大雨警報が発表され、午前 7 時過ぎから災害に関する電話が入り始

めたが、職員は少なく混乱した状態で対応した。 

・総務課の職員のみで災害対策本部の開設準備を行ったため、必要な備品、消耗品等が揃わない

状態で災害対策本部が立ち上がった。 

 

 

 

(2)課題の概説 

①大雨注意報等の発表時は宿直職員２名だけでの対応としていたが、発災時に、多数の被害報

告があり、その対応を迫られることとなった。 

②災害対策本部（以下「本部」という。）の設置準備には、総務課（備品関係）及び河川港湾課

（消耗品関係）職員が対応していたが、この度の災害では、総務課にも被災情報が絶え間な

く入り、河川港湾課は現場対応で、ほとんどの職員が不在であったため、総務課のみで対応

することとなった。 

 

     

１ 初動体制について (1)本部設置前の状況 

〔課題〕 

① 気象情報発表時の人員配置 

② 災害対策本部における施設整備 

〔対応策〕 

①気象情報発表時の人員配置 

・発災に備え、迅速に情報を収集し、整理をしておくことがその後の早期災害対応には不

可欠なため、注意報発表時から宿直職員２名に防災危機管理課又は総務課の職員１名が

加わる。 

警報発表時にはさらに 1名が加わり、気象情報などの情報収集、整理にあたることとす

る。 

・災害の初期段階から情報の収集・分析などを行い、職員の初動体制など迅速な対応に備

える。 

・災害対策本部関連職員の電話番号の一括管理を行うなど、早期の体制構築に対応してい

く。 
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②災害対策本部における施設整備 

・迅速に本部を開設するために、必要物品を再検討し、開設準備に必要な物品を本部付近 

の倉庫へ常設し、常設不可能な物品（大型備品、ﾘｰｽ物品等）については、本部参集者や 

各課へ事前割当を行うなどして、早期に本部機能が発揮できる体制とする。 

・本部開設業務は、既に防災情報の収集業務に就いている防災危機管理課を除いた職員が 

行う。 

 

③その他の対応策 
 ・円滑な災害対応のために 10名の部長級職員を早期に招集し、『警戒体制調整会議』を設

置する。災害対策本部の設置や避難準備情報発令等の進言をする体制をとる。 
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(1) 問題となった事象   

・現場の状況･対応等を記入した災害通報受信票（現場の状況）が多すぎて、個別の対応に追われ

たため、本部に報告ができないものもあった。 

・災害通報受信票により関係課職員が現地調査をした後に災害対策本部へ状況報告が行われない

ものがあり、現地の状況が本部で十分に把握できなかった。 

・各種情報をホワイトボードに掲示していたが、新情報を整理していないため、本部内職員が困

惑した。 

・災害対策本部に設置している電話は、全て代表番号（23-2111）を介して入るため話中の状態と

なり、緊急情報や職員との連絡が取りにくかった。 

・災害対策本部内で担当者を決めて報道対応をしなかったので、行く先々で各マスコミの取材等

を受け、災害活動事務に支障が出た。 

 

 

 

１ 初動体制について (2)本部設置後の状況 

〔課題〕 

① 現地被災情報の早期確認 

② 災害対策本部内の情報共有 

③ 関係機関との専用回線の確保 

④ 報道対応体制の確立 

〔対応策〕 

①現地被災情報の早期確認 

・被災状況に応じて現地調査班の編成・派遣を行い、効率的な情報収集を行う。 

・市民情報への対応は重要な業務であり、可能な限り早期に現地被災調査を実施する必要

があるが、大量の情報による混乱に対して、住民から寄せられる情報には、人命に係わ

り直ちに救援を必要とするものから、状況報告として記録するだけでよいものまで様々

あり、対応する上で優先性及び重要度も大きく分かれる。このため、あらかじめ情報の

分類基準と対応の手順を設定するとともに、それらについて事前に確認し、災害が発生

した際には円滑な情報の分類整理を行い、災害の全体像の把握に努める。(災害対策本部

統括班） 
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・災害対策本部が設置された場合には、本部から離れている牟礼、富海、小野、大道の各

地区に被害調査班としての機能を持たせ、出張所から定期的に現地調査写真を送信する

などして、現地情報の収集を迅速に行っていくことを検討する。 

・移動系防災行政無線の活用を十分に行う。 

 

②災害対策本部内の情報共有 

・災害対策本部を含む市役所内部での情報共有を図るための体制を整備する。 

・災害対策本部内においては、プロジェクターや大型モニターを使用するなどして、情報

の共有を円滑に行う。 

  

③関係機関との専用回線の確保 

・電話回線の輻輳による弊害を避けるため、災害対策本部設置と同時に関係機関に携帯電

話番号を通知するなどして専用の回線を確保する。 

・災害発生の恐れがあると判断した場合には、通信会社に携帯電話の借用を早期依頼する。 

 
④報道対応体制の確立 

・報道機関専用の区域を設けると同時に報道機関向けの広報班を編成し、定期記者会見を

行うことで、市民への情報伝達を行い、災害対応業務に支障をきたさないよう対応する。 

 

⑤その他の対応策 

・被災情報に地域性が見られる場合や現地での対策の必要性が認められるような場合には

市役所本庁以外の公民館などにおける現地対策本部の設置を検討する。 

・公民館との情報交換を密に行い、また地域の建設会社や自治会役員との協議を行うこと

により、情報収集機能の向上に努める。 
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(1) 問題となった事象 

・7 月 21 日、午前 7 時 40 分に土砂災害警戒情報第１号が発表されていたが、降雨危険度を確認

したのは、21日の午後であり、確実な情報や危険区域を把握している最中であったため、土砂

災害警戒情報を要援護者施設へ伝達していなかった。 

・避難準備情報・避難勧告・避難指示についての具体的な判断基準（土砂災害降雨危険度や積算

雨量等）を定めた土砂災害に関する避難情報発令マニュアルがなかった。 

・土砂災害は、どこで起きるか判らない、また、土砂災害危険区域が市内に 587 箇所(当時)あり、

危険な地域を特定することは困難で、また避難勧告を出すタイミングが難しかった。 

・避難勧告区域の出し方について、一部地域という発表を行い、混乱する地域があった。 

・国土交通省河川国道事務所からの佐波川に関する水防警報に対し、水防関係者全員を行方不明

者の捜索に当たらせていたため、対応が不十分であった。 

 

 

(2)問題となった事象についての概説 

①平成 21 年 7 月 21日の防府市役所の状況 

午前 4時 18分に下関地方気象台から大雨警報が発表され、降雨のため 7時頃から土木都市建設

部、産業振興部の土木関係課に市民から災害通報の電話が入り始め、土木関係課職員は、被災現

場の状況確認に出始めていた。このため、土木関係課で対応出来なくなった通報が総務課に入り

始め、総務課職員は、電話対応を行いながら、関係機関から FAX で送られて来る気象情報・警戒

情報等を関係課へ FAX で再送信するなどの作業に追われた。 

午前 7時 40分に「土砂災害警戒情報第 1号」の通報が入っていたが、この情報が入った時には、

災害対策本部の設置準備を行っている最中であった。 

 午前 8時 30 分に災害対策本部を設置した後は、被災情報への対応・関係職員への指示・避難所

の準備・報道機関対応等の災害対応全般業務に忙殺され、山口県土砂災害警戒情報システムにア

クセスし、降雨危険度などの情報を確認したのは、午後になってからであった。 

 気象情報や河川水防警報などすべての FAX を総務課が受信して災害対策本部や庁内関係課へ配

信していたので、災害対策本部では山口県土砂災害警戒情報システムを確認する体制としていな

かった。 

平常時から土砂災害や砂防事業に関連した業務を行っている土木関係課でも山口県土砂災害警

戒情報システムにアクセスすることが可能であったが、全職員が早朝より現場調査に出動しなけ

ればならない体制にあり、情報の確認が出来なかった。 

 

 

２ 避難勧告について 
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②災害対策本部幹部の動向 

本部長（市長）は、午前 8時前に登庁し 8時 30 分に災害対策本部を設置した。 

1 ヶ月以上前に決定していたスケジュールに従い、災害対策本部の対応を副市長にゆだね、午

前 9 時 40 分に西浦公民館へ出向いたが、降雨の状況から早急に公務を取りやめ、10 時 50 分頃、

災害対策本部へ戻った。 

12 時 15 分頃、国道 262 号で救助に向かった消防車両 5台と、隊員 13人が土石流に巻き込まれ

たとの報告により、山口県知事に自衛隊の出動要請を行うと同時に、副市長と本部員を右田公民

館へ派遣し、現地対策本部を設置した。 

14 時 50 分に副市長は、一旦災害対策本部へ戻り、15 時 15 分から 19 時まで真尾地区（ﾗｲﾌｹｱ

高砂）へ出動した。 

13 時頃、本部長は総務部長に災害対策本部をゆだね、右田の被災状況確認に出向き 13時 40 分

頃に災害対策本部へ戻った。 

14 時 10 分、現地対策本部から「今なら安全に避難所へ避難ができる」との状況報告を受け、

右田市上地区に避難勧告を発令した。その後本部長は、15 時 30 分頃から 17 時まで真尾地区にて

現地確認を行い、17時 20 分に真尾下郷地区に避難勧告を発令した。 

そのほか、7月 21 日には 16時 10 分に神里・勝坂地区に避難勧告を発令している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔課題〕 

① 防災情報、気象情報の活用 

② 避難情報の発令基準の明確化 

③ 要援護者施設に対する避難情報の伝達 

④ 避難情報発令区域の明確化 

〔対応策〕 

①防災情報、気象情報の活用 

・近年の集中豪雨への対処は、現地情報の確認にこだわると手遅れの状況を生み出すこと

になる。このため災害対策本部では外部情報系の施設整備を行い、早い段階から気象情

報・警報情報や地域の状況を入手して、避難情報発令の判断材料とする。 

・情報の入手は避難情報発令に欠かすことが出来ないため、災害対策本部に防災情報を入

手するために情報収集・整理班及び分析を行う統括班を設置する。 
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②避難情報の発令基準の明確化 

・適切な避難情報発令のため避難勧告判断マニュアルの見直しを行った。 

 旧マニュアルでは具体的な避難情報発令の判断基準を示していなかったため、新マニュ

アルを作成し、災害に応じた基準（雨量、水位等）を明確化した。 

・住民へのハザードマップの配布、市広報への防災記事掲載などにより災害の危険箇所、

災害の前兆現象、避難場所などの情報について周知し、出前講座やハザードマップの説

明会、防災訓練会場、自治会集会など様々な機会を使い、減災への啓発を行う。 

・災害対策本部員においても防災研修に積極的に参加し、図上訓練等を実施するなどして、

地元からの通報や前兆現象で災害をイメージし、早期に避難情報発令区域を決定出来る

よう訓練を行なう。 

 

③要援護者に対する避難情報の伝達 

・災害対策本部と関係課との情報共有を行い、所管課から要援護者施設への情報伝達方法

の見直しを行い、気象情報や近隣地域の災害発生状況の情報等を早い段階から継続的に

住民へ伝達する仕組みをつくる。（市民への情報伝達手段の再構築を行う。） 

・土砂災害警戒区域内にある要援護者施設への早期の情報伝達を行う。 

・個別プランの作成に向け、福祉関係部署等との協議を行っており、災害時要援護者の避

難対策を推進する。 

 

④避難情報発令区域の明確化 

・災害対策本部での発令区域の決定が早期に出来るよう、防府市において現在稼働中の「電

子地図閲覧システム」の積極的な活用を行う。 

・位置図、世帯数など避難情報発令に要する情報を災害対策本部に常備し、発令区域の確

定を容易にする。 

・ハザードマップの利用方法や、防災情報についての説明など、避難情報に関する説明会

を積極的に行っていく。 

 

⑤その他の対応策 

・避難情報発令は災害対策本部における最重要決定事項となるため、不測の事態に備え常

に本部機能を維持する。 

・職員の防災力向上のための訓練を実施する。 
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(1) 問題となった事象 

・国との情報伝達に必要な直通電話（ホットライン）があったが、機能せず最新の気象情報等を

本部員へ伝えられなかった。 

・土砂災害警戒情報が発表されたが混乱した状態の中で、降雨危険度レベル 4 の情報にアクセス

することができず、降雨危険度レベル 4を確認したのは、当日の午後であった。 

・気象情報が総務課（2階）に入り、その情報をＦＡＸで災害対策本部（3階）及び各関係課（河

川港湾課、林務水産課、農業農村課等）に送信したが、送られてくる気象情報が感熱紙で出て

くるため、それを一旦コピーする必要があり、二度手間であった。 

・住民はテレビで情報を収集しているが、本部にはテレビがなく状況把握が出来ず、本部におけ

る情報収集が後手に回った。 

・災害情報が膨大で現場対応の指示等に追われたため、本部員が災害対策本部を不在にすること

があった。 

・被災受付電話が輻輳する中で、電話の内容が聞き取れないため、状況の把握に支障があった。 

・災害情報が災害対策本部と消防本部との別々に入っており、情報が輻輳し一元化が出来ていな

かった。 

・外部情報系パソコンにアクセスが集中したことで、庁内パソコンデータ通信速度の低下により

情報収集が遅くなった。 

・災害情報を受理したとき、「住宅地図」の地図を見ながら被害場所を特定するため、時間がかか

り対応が長くなった。 

・災害対策本部には無線局（基地局は 2 階の総務課）がないため、移動系防災行政無線を十分に

活用しなかった。 

 

 

 

３ 情報収集、伝達について (1)情報収集について 

〔課題〕 

①本庁における防災機器の整備 

②職員に対する防災教育の見直し 

③防災対応体制の改編 
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〔対応策〕 

①本庁における防災機器の整備 

・災害対策本部において、取得すべき防災情報に対応可能な施設整備を行う。 

テレビの設置やプロジェクター設置、インカム・電子地図・防災専用外部情報系の導入

など、計画的な施設整備を行う。 

・災害対策本部に移動系の防災行政無線の基地局を設置する。 

 

②職員に対する防災教育の見直し 
・災害情報の多くがインターネットを介した伝達となり、重要な情報を見落としがちな作

業環境となっている。このため施設整備と対応可能な職員の養成を計画的に行い、災害

対策本部に情報収集・整理の専従班を設置し、情報収集・伝達機能を向上する。 

・同時多発の大災害への対応力をアップするためには、防災訓練や防災教育の実施により

普段から職員の防災力を高める。 

・多くの災害情報を整理し、重要事項を決定出来る防災技術の向上を目指す。 

 
③防災対応体制の改編 

・災害対策本部と消防、警察、国、県などの関係機関との連携を再度見直し、情報連携を

再確認する。 

・遠隔地には、災害対策本部設置と同時に出張所などに現地被害情報班の設置を検討する。 

 
④その他の対応策 

 ・市内各地域の建設会社等から情報提供を受けることが出来るような災害協定の研究を行

う。 

・関係機関とのホットラインについては、災害対策本部設置の通知と同時に専用の携帯電

話を指定し、番号を周知する。 

・防災関係課以外の課においても『山口県土木防災情報システム』、『国土交通省川の防災

情報』『気象情報』について、適切な防災情報の入手を行う。 
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(1) 問題となった事象 

・本部から様々な情報発信を行ったが、多すぎて整理が出来ず伝達に混乱が生じた。 

（7月 21 日 15 時頃の時点で、災害対策本部内での災害情報の掲示がなされていなかった。） 

・災害対策本部の決定事項を一般職員に提供していないため、市民への対応に苦慮した。 

・混乱した状態の中で、「ＦＭわっしょい」へ放送要請を行ったのは 7月 24 日（金）であった。 

・同報系防災行政無線について、屋外拡声子局からの音声等が聞き取れないとの苦情があった。 

・広報車両により、避難勧告等の広報活動を行ったが、聞き取れないとの苦情があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

次回の検証予定項目 

 

 

 

３ 情報収集、伝達について (2)情報伝達について

〔課題〕 

①情報収集・整理担当の配置 
②市民へ情報伝達手段の整備 

〔対応策〕 

①情報収集・整理担当の配置 

・災害対策本部の体制について、『情報の流れ』を重視した見直しを行い、適切な情報伝達

に努める。  

 

②市民へ情報伝達手段の整備  

・市民に対する防災情報伝達を確実に行うために伝達手段を整備し、市民の情報収集の選

択肢を広げる。（通常のテレビやラジオ放送による緊急気象情報、同報系防災行政無線、

コミュニティ FM、ケーブルテレビ、防府市メールサービス、広報車等） 

・同報系防災行政無線については、再調査の上、屋外拡声子局の増設やスピーカー型式の

変更により伝達能力を向上させる。また、窓を閉め切った家屋の中や大雨時には、伝達

能力が著しく低くなるため、コミュティＦＭ放送やケーブルテレビ網を利用した『緊急

告知防災ラジオ』を採用して、情報伝達手段の多様化を図り、広報機能の改善を行う。 

・防府市メールサービスの登録者を増やすための活動を行う。 

・一部携帯電話会社で提供している緊急速報(｢エリアメール｣)の利用の検討や携帯電話各

社が新規に運用を開始する配信サービス等、災害時の情報伝達手段について検討を行う。 
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(2)課題の概説 

・同報系防災行政無線の戸別受信機については、各地区の自治会長さん宅に設置をしているため、

自治会長さんの交代に伴い、受信機の移設をするので、屋外アンテナを設置するなど、受信状

態の管理を行っていく必要がある。 

・屋外拡声子局は、サイレン音で危険を周知することを基本に設計されているため、音声による

伝達については聞き取りにくい場合もあるので、防府市緊急告知防災ラジオの普及により対応

していく。 

・落雷などによる停電が長期にわたる場合には、中継局の自家発電機運転のために職員による給

油などの準備が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・平常時から防災情報の伝達手段についての周知を行い、自らの安全を確保するために早

期の防災情報の収集や自主避難の重要性についての啓発を行う。 

・広報車による広報マニュアルを作成し、確実な情報伝達を行う。 

 ・携帯電話が使用できないような災害に対応するため「防府市アマチュア無線災害ボラン

ティア」による協力体制の整備を行う。 

〔その他の課題〕 

①同報系防災行政無線について 

〔対応策〕 
①同報系防災行政無線について 

・同報系防災行政無線については、市民への情報伝達手段の根幹であり、今後は、【防府市

緊急告知防災ラジオ】の併用により情報伝達機能の強化を図る。 
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(1) 問題となった事象 

・市から避難所に情報が伝わってこないため、市役所は何をしているのかと思った。（市民） 

・自宅付近がどのようになっているのか、今後天候がどうなるか心配で、天気予報やニュースが

見たかった。（市民） 

・24 時間体制なので、職員が交代されるのは、やむを得ないが、尋ねたことに回答が無いままに

なることもしばしばだった。引き継ぎをしっかりやるか、避難所開設から閉鎖まで責任者を決

めるなどの運営をして欲しい。（市民） 

・避難者の心理は不安定で、市職員は不安感をいだかせるような発言などは慎んで欲しい。生活

の場になっているので、十分に気を配って欲しい。（市民） 

・パソコンなどの情報端末が無く、災害対策本部との連絡手段が限られていることもあり、避難

者への情報の提供が十分に出来なかった。（市職員） 

・施設管理者（学校）から「いつまで避難所として使用するの？」との質問を受けたり、放送設

備が使用できないため、避難者へ連絡がうまくできない時期があった。（市職員） 

 

 

 

 

４ 避難所運営について 

〔対応策〕 

①避難所統括担当の配置 

・これまでは避難所開設、食料調達等の運営を各担当班で業務分担していたが、避難所と

の対応窓口を一本化して、避難所すべての情報を統括し、一貫した対応が出来るよう避

難所統括担当を配置する。       『避難所統括マニュアル』の作成。 

・避難所統括担当が連絡便の巡回、物資要求への対応、避難所への情報伝達、避難者の心

理的ケアのための保健師の派遣などを集中して管理する。 

②避難所施設の整備 

・避難所に、パソコンなどを設置(メールやインターネット接続）し、市民への円滑な情

報提供を行う。 

・避難所に指定された施設のバリアフリー化や身障者用トイレの整備など計画的に実施す

る。 

〔課題〕 

①避難所統括担当の配置 
②避難所施設の整備 
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 ③その他の対応策 

 ・地域事情に詳しい職員を避難所に配置する。 

・避難所となっている学校の管理者に対し、避難支援などについての周知徹底を図る。 

・従来、自主避難の場合は、場所の提供のみ対応していたが、非常食などの提供を行う。 

・迅速で効率的な避難のため、地域の避難所計画の検証を行う。 

（危険箇所、避難経路、立地条件、配置計画、要援護者の利用、財政計画等） 
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※この検討項目については、防府市社会福祉協議会においても検証が行われ、別添のとおり「ボ

ランティアセンター検証」の資料提供を受けている。 

 

(1) 問題となった事象 

・ボランティアセンター運営には多数のスタッフが必要であるため、市職員の派遣を求められた

が、初動対応時のため人員計画のめどが立たず、職員派遣がスムーズに行われなかった。 

・予備知識もなくボランティアセンターの運営に参加した市職員が、仕事内容を把握するのに時

間を要した。 

・ボランティアセンターの開設時に資金計画を立てることが困難であった。（市社協） 

・当初、ボランティアセンターの開設場所が適地ではなかったので、効率的な活動が出来なかっ

た。（市社協） 

 

 

 

 

 

 

５ ボランティアセンターの運営について 

〔課題〕 

①ボランティアセンターの位置付けの明確化 

②災害ボランティア支援体制の整備 

〔対応策〕 

①ボランティアセンターの位置付けの明確化 

・防府市と防府市社会福祉協議会及びボランティアセンターとの位置付けを明確にし、ボ

ランティアセンターの設置・運営体制にかかる資金や人材支援について防府市地域防災

計画に明記する。 

②災害ボランティア支援体制の整備 

・住民に対して、災害ボランティア活動に関する知識の啓発や活動支援技能の向上を図る

とともに、各種の研修、訓練等を実施又は支援を行う。 

(1) 災害ボランティア経験者や専門家を講師に招き、研修会を実施する。 

(2) 総合防災訓練を実施する際にボランティアセンター設置を組み込んだ訓練を実施

する。 

(3) 災害ボランティアセンター運営スタッフの養成支援を行う。 
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(1) 問題となった事象 

・初動時には災害対策本部に情報が入ってこない状況の中で、報道機関からは被災情報が流れ、

市民からの問い合わせに対応出来なかった。 

・コミュニティＦＭ放送局（FM わっしょい)と「災害時等における放送要請に関する協定書」を

平成 17 年 2月 1 日に締結していたが、放送の依頼が遅れた。 

・市民への広域的な災害広報を有効に行う報道機関に対して、災害対策本部からの情報発信は必

ずしも良好とは言えなかった。 

・報道機関の取材への対応がまずく、災害対策本部の業務に支障が出た。 

 

 

 

 

 

 

〔対応策〕 

①災害時の広報計画の策定 

・災害時の広報について、報道に対応した具体的な内容をマニュアル化する。 

 ・災害対策本部は、報道機関への発表が行えるように常に情報を収集し、とりまとめる。 

・情報整理班が一貫して報道資料を作成する。 

 ・市ホームページや防府市メールサービス等を使用した情報配信を積極的に行う。 

②広報担当班の育成 

・報道機関への対応は、正確な情報を提供出来る責任者が行う体制とする。 

・災害対策本部の訓練において、模擬記者会見など報道機関への対応訓練を実施する。 

③その他の対応策 

 ・コミュニティＦＭ放送局【FM わっしょい】などへの情報伝達を十分に行い、市民への

情報発信を積極的に行う。 

 ・広報担当班は各報道機関との協議会を設置するなどして、円滑な情報発信に努める。 

 

〔課題〕 

①災害時の広報計画の策定 

②広報担当班の育成 

６ 広報について 
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〔対応策〕 

①地域防災力の強化 

・地域防災力の基盤となる自主防災組織の育成と支援を行う。 

   (1)自主防災組織の必要性についての啓発活動を行う。 

   (2)各地域における自主防災組織の組織率を上げる。 

(3)リーダー研修会を計画的に行うなどの支援事業を実施する。 

   (4)住民を含めた避難訓練を計画的に実施する。 

   (5)住民の自助、共助による迅速で効率的な避難を促進する。 

 

②その他の対応策 

 ・被災地の治安維持について、関係機関や地域の協力を得て、十分に配慮する。 

 ・地域を対象にした災害に関する下記の各種情報伝達手段について、様々な機会を利用し

て周知と啓発を行っていく。 

(1)一般テレビ放送、一般ラジオ放送、山口ケーブルテレビ 12ch、FM わっしょい 

(2)防災行政無線、広報車、防府市メールサービス、市ホームページ 

(3)気象台、国、県などのインターネットによる防災情報 

(4)自治会や自主防災組織などの地域コミュニティによる伝達 

 

〔課題〕 

①地域防災力の強化 

 

７ その他 
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